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問   題 ＪＡが農協法で実施できる事業の種類に関する説明のうち、

〔ａ〕から〔ｄ〕に当てはまる最も適切な語句の組み合わせはどれか。解答

群の①～④のなかから一つ選びなさい。 

〔ａ〕事業：農用地の造成・改良、水利施設・農作業の共同化、労働能率増

進施 設の設置 

〔ｂ〕事業：組合員の委託を受けて行う農業経営 

〔ｃ〕事業：農地などの信託の引き受け 

〔ｄ〕事業：転用農地の委託による売り渡し、買い入れ 

＜解答群＞ 

① ａ．農業生産関連 ｂ．受託農業経営 ｃ．農地信託   ｄ．宅地

等供給 

② ａ．農業土木   ｂ．受託農業経営 ｃ．特定農地貸付 ｄ．農業

不動産 

③ ａ．農業生産関連 ｂ．委託農業経営 ｃ．特定農地貸付 ｄ．宅地

等供給 

④ ａ．農業土木   ｂ．委託農業経営 ｃ．農地信託   ｄ．農業

不動産 

（24年度・全国統一初級・ＪＡ基礎） 

解  答 ①（難易度：普通） 1 

解  説 農業協同組合法（以下、農2 

協法と略）は、組合が行うことができ3 

る事業の種類を 10条および 11条の 314 

に列挙し、さらに 95 条の 2 第 1 項お5 

よび 101 条 1 項 1 号に、法律に基づい6 

て行うことができる事業以外の事業を7 

行った場合における組合および組合の8 

役員に対する制裁を定めている。この9 

制裁規定があることによって、10 条お10 

よび 11条の 31の規定はいわゆる制限11 

列挙主義による規定であると解されて12 

いる。 13 

 この制限列挙主義のもとで組合が行14 

うことができるおもな事業を整理する15 
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と、次のとおりである。 16 

① 教育・広報・農政活動、営農・生17 

活指導事業、旅行事業 18 

② 農業生産関連事業 19 

③ 受託農業経営事業 20 

④ 農地信託事業 21 

⑤ 農業経営事業 22 

⑥ 販売事業 23 

⑦ 加工事業 24 

⑧ 購買事業 25 

⑨ 信用事業 26 

⑩ 共済事業 27 

⑪ 利用事業 28 

⑫ 医療事業 29 

⑬ 高齢者福祉事業 30 

⑭ 宅地等供給事業 31 

 出題〔ａ〕の農用地の造成・改良、32 

水利施設・農作業の共同化、労働能率33 

増進施設の設置は、②の農業生産関連34 

事業に該当する。 35 

 農協法では、組合は、「農作業の共同36 

化その他農業労働の効率の増進」（1037 

条 1 項 6 号）の事業を行い、また「農38 

業の目的に供される土地の造成、改良39 

若しくは管理、農業の目的に供するた40 

めの土地の売渡し、貸付け若しくは交41 

換又は農業水利施設の設置若しくは管42 

理」（同項 7 号）の事業を行うことが43 

できるとしている。 44 

 前者は農業労働の生産性を高めるた45 

めの事業であり、後者は土地の生産性46 

を高めるための事業である。 47 

 出題〔ｂ〕の組合員の委託を受けて48 
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行う農業経営は、③の受託農業経営事49 

業に該当する。農協法では、組合は「組50 

合員の委託を受けて行う農業の経営の51 

事業を併せ行うことができる」（10 条52 

2 項）としている。 53 

 出題〔ｃ〕の農地などの信託の引き54 

受けは、④の農地信託事業に該当する。55 

農協法では、組合は「組合員の委託に56 

より、その所有に係る農地等を貸付け57 

の方法により運用すること、または売58 

り渡すことを目的とする信託の引受け59 

を行うことができる」（10 条 3 項）と60 

している。 61 

 出題〔ｄ〕の転用農地の委託による62 

売り渡し、買い入れは、⑭の宅地等供63 

給事業に該当する。農協法では、組合64 

は「組合員の委託等を受け、転用相当65 

農地等（農地その他の土地で農業以外66 

の目的に供されることが相当と認めら67 

れるものをいう）の売渡し、貸付けお68 

よび区画形質の変更等の事業を行うこ69 

とができる」（10 条 5 項）としている。 70 

 組合による農地の利用に関しては、71 

この他に⑤の農業経営事業がある。農72 

協法では、組合は「効率的かつ安定的73 

な農業経営を育成するために、農地保74 

有合理化事業の一環として遊休農地等75 

の積極的利用を図ることが相当と認め76 

られる場合には、農業の経営およびこ77 

れに付帯する事業を併せ行うことがで78 

きる」（11 条の 31）としている。 79 

 なお、組合が農地信託事業、宅地等80 

供給事業、農業経営事業を実施しよう81 
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とする場合には、総会の議決により農82 

業経営規定を作成して行政庁の承認を83 

受ける必要がある。  （石田
い し だ

正昭
まさあき

） 84 

 85 
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122 行×17 字  87 

（18+1）×2＝38 行 88 

122 行－38 行＝84 行 89 

 90 


